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2-2-3 社会経済状況

(1) 州レベル

  アパリ地域の位置するカガヤン州は南部高地においてカリンガ州と接し、北西部低地でア

パヤオ州と接し、ルソン島の北東部地域を占めている。州の中央部を流下するカガヤン川と

それに沿った河岸段丘地域、及びカガヤン川の支流により、同州は自然資源に恵まれ、第２

管区地域の生産、商業および諸産業の活動の中心となっている。カガヤン州の面積は 9,002.7

平方キロであり、1995 年時点での州人口は 895,050 人である。

　カガヤン州の主要産物は１）米・コーン、２）野菜類、３）畜産物である。1994 年統計に

おけるカガヤン州民の平均年収は 70,359 ペソである。

　　カガヤン州の社会経済概況を表 2-2A-4 に示す。

(2) 町レベル

  調査対象地域であるアパリ地域は、パンプローナ、アブルグ、アパリ、ブゲイ、サンタテ

レシータの 5 町の行政区域内に位置している。

1) 特徴

これらの５町とも、漁業および稲作が産業の主体である。これらのセクター以外では、アパ

リ町が水産物取引の中心としての機能を有し、ルソン島北部沿岸地域の商業の中心地区とな

っている

2) 開発政策／戦略

これら５町のほとんどがその開発政策の優先性を農業セクターに設定している。さらに、ア

パリ町においては社会サービスの充実と産業開発が開発の重点目標であり、サンタテレシータ

町とパンプローナ町では潅漑システムの導入及び拡充、ブゲイ町においては収穫後処理施設、

養殖池の発展、アブルグ町では保健衛生状態の向上がそれぞれ町の開発政策の重点目標とされ

ている。
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　表 2-2A-4　社会経済状況

カガヤン州

1. 一般状況

面積 (ha) 9,002.7平方キロ
市の数 1 (サンチャゴ市)
町の数 29
村の数 820
人口（総数） 895,050 (1996年統計)
就労人口 469,250 (1995年統計)
（職業別人口） - 農業 73.5%

- サービス業 22.3%
- 製造業 4.2%

州民平均年収 70,359ペソ (1995)
州民平均支出 56,374ペソ (1995)
2. 生産物 (1996年統計)

1) 農業 - 米 125,968 ha 349,009トン
- コーン 60,031 ha 107,505トン
- ココナツ 6,024 ha 24,026トン
- ピーナツ 3,077ha 1,755トン
- 茄子類 274ha 1,078トン

2) 林業 - 製材 13,545立方メートル
3) 漁業 - 商業漁業 19,901トン

- 町漁業 45,428トン
- 養殖 13,402トン

4) 畜産業 - カラバオ（水牛） 118,404頭
- 牛 24,087頭
- 豚 232,412頭
- 山羊 37,349頭
- 鶏 974,024羽
- 家鴨 151,787羽

3. 基盤施設

運輸 - 道路 総計629.4km (国道), 総計527.8km (州道)
- 港湾 サンタ・アナ港(総面積40,000平米)、他4港
- 空港 1ヶ所

通信 - 電話会社 4社
- 放送局 14テレビ局(有線放送局含む)、7ラジオ局

電力 - 供給世帯数 82,399戸
- 供給村落数 601村

村落給水 - 井戸 21,645戸
- 共同水栓システム 10,732戸
- 各戸給水システム 13,060戸

医療施設 - 病院 16 (公立), 3 (私立)
教育施設 - 大学 1校 (公立), 9校 (私立)

- 高校 103校
- 小学校 644校

農業／漁業施設 - 桟橋 38 ヶ所(大／中規模), 63ヶ所 (小規模)
- 養魚池 8ヶ所 (養魚池貸付契約)  （総面積198ha）
- 潅漑施設 11国営システム, 154共同システム
- 精米所 173ヶ所

出典 : 世帯収入支出統計調査, 1996, 国家統計局
社会経済統計, 1998, カガヤン州政府事業計画実施局
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3) 村レベル

調査対象地域は下記の 29 村に位置している。

アパリ町（５村）

　ビサグ、リナオ、ブララ・スール、ナバガン、ビナラン

サンタ・テレシタ町（５村）

　シンパトゥヨ、シンバルカ、ブユン、セントロ・イースト、セントロ・ウェスト

パンプローナ町（７村）

　カバガン、サン・ファン、アバンケラン、セントロ、ナグトゥパカン、タッバ、トゥパ

ナ

アブルグ町（２村）

　シギラン、サント・トーマス

ブゲイ町（１０村）

セントロ、カラメガタン、サン・イシドロ、カバリタン、パダヤ・ウェステ、キナウェ

ガン、サン・ビセンテ、マラ・ウェステ、レロン、バルザ

(3) 社会経済状況

1) 人口

これら調査対象地域の村は平均して約 300 戸程度の家屋からなり、平均世帯数は 4～5

人である。アパリ地域の 29 村のうち 6 村の計 200 戸を抽出して実施したインタビュー調

査に基づく社会経済調査によれば、一家庭あたり平均構成員数は 5.4 人（最大はシンバル

カ村の 5.9 人、最小はサンファン村の 4.6 人）である。また、年齢別分布は下表 2-2A-5 の

通り。

表 2-2A-5  アパリ地域年齢別分布

年齢層

アパリ地域

6 村(%)

フィリピン

全国平均(%)

0～4 才 0.9 13.7

5～9 才 51.8 13.0

10～14 才 5.0 11.7

15～19 才 8.7 10.9

20～24 才 6.8 9.1

25～29 才 4.9 8.4
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30～34 才 3.2 7.1

35～39 才 3.4 6.3

40～44 才 3.7 5.0

45～49 才 4.0 4.0

50～54 才 2.2 3.0

55～59 才 1.7 2.5

60～64 才 2.1 1.9

65 才～ 1.7 3.5

2) 収入源、生産物及び流通

 調査した村の多くにおいてニッパヤシの採集が住民の主要な生計手段である（屋根材及

びニッパ酒の原料）。他の２調査対象地域と比較して稲作が収入源に占める割合は低い。

野菜栽培も広く行われているが、生産量は微少であり家庭内消費に限定されている。水産

物ではエビ、カニ、ティラピアが一般的である。ほとんどの村では村民はその生産物をそ

れぞれの村が属する町すなわちアパリ町、サンタテレシータ町、パンプローナ町、アブル

グ町およびブゲイ町の中心まで輸送して販売している。

 社会経済調査の結果によれば、当地域の労働人口の 38.6%が漁業、11.3%が農業に従事

しており、月平均収入は 4,917.50 ペソ、支出は 6,534.70 ペソである。この月平均収入

4,917.50 ペソは、カガヤン州の属する第２管区の平均貧困ライン収入（平均人数の家庭が

月 2,000 カロリーを確保するのに必要最低限の収入）の 1.11 倍であり、首都圏を除くフィ

リピン全国平均貧困ライン収入の 1.00 倍である。また、商業遠洋漁業を除くフィリピン

の漁業従事者（近海、沿岸、内水面および養殖）の月平均収入 5,443.69 ペソの 0.9 倍にあ

たる。雇用形態では自営が 88.0%、賃金労働（常勤雇用）が 2.7%、賃金労働（臨時）が

9.4%である。本調査地域においてこれら漁業、農業を営む家庭の収穫物の平均 27.8%は自

己消費されている。また、39%の住民は自分の居住する村落内で生産物を販売しているが、

74.5%の住民は自分の家に買付人／仲買人が来ると回答しており、この数字は他の２地域

に比較して極めて大きい（ラモン湾地域 22.5%、ウルガン湾地域 39.5%）。

3) 生産／社会基盤施設

これら調査対象地域の村落においては交通手段は主としてジープニーおよびトライシク

ルが活用されている。アパリ町のカガヤン川西岸地区の村ではアパリ町中心との交通にボ

ートが活用されており、またパンプローナ町及びアブルグ町の村でもクリークに沿ってボ

ートが活用されている。パンプローナ町及びブゲイ町に属する村を除き、調査した村落の
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殆どは電化されておらず、自家発電機を利用しているか、照明をガス、燃料を薪炭に依存

している。村落給水は浅井戸または深井戸を水源としているが、安全かつ安定した水供給

に困難をきたしている村が多い。潅漑施設、収穫後処理施設、漁業施設は限られた数しか

存在していない。村集会所、教会、小学校はほとんどの村に共通して見られるが、診療所

等の医療施設は限定されている。

社会経済調査の結果によれば、当該地域の家庭の 97.0%は居住している家屋を所有して

おり、電化率は 33.0%、生活用水は 94.1%が村内に利用可能水源を有している。また、97.5%

の家庭は薪炭を主要な燃料源として利用しているが、この数字は他の２地域と比較すると

極めて大きい（ラモン湾地域 40%、ウルガン湾地域 60.7%）。

4) 住民組織

宗教団体はすべての村に共通して組織されている。漁業・農業の親睦団体も存在してい

るが、その活動は不定期的であり、共同資金の蓄積を可能とするレベルまでの組織化は行

われていない。組合は４ヶ村において結成されているが、財政的困難から活動は不活発で

ある。しかし、社会経済調査によれば地域全体の 200 戸のうち 26.7%が何らかの村内の地

域団体に属しており、本調査における調査対象地域３ヶ所中最も多い数字を示していおり、

それを反映して何らかの機関／団体から借入金を受けている家庭数も29.2%と他の２地域

と比較して多い。

これら 29 村全体の社会経済概況調査結果、ならびに６村 200 戸の社会経済調査結果はそ

れぞれ表 2-2A-6、表 2-2A-7 に集約される。
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